
資料１B/Cについて
・B/Cとは
Ｂ／Ｃは「費用便益比」と呼ばれ、公共事業によって将来得られる社会的な便益を、事業の実施に必要な費用で割った値。 一般的には、

次の式によって算定し１以上であれば便益が費用を上回って事業実施の妥当性があると判断される。
Ｂ／Ｃ ＝ 総便益（Benefit）÷ 総費用（Cost）

総便益には、例えば道路事業における移動時間の短縮、走行経費の減少、交通事故の減少など、事業によって社会全体にもたらされる
効果を貨幣価値に換算したものが含まれる。一方、総費用には、工事費や用地費などの事業費に加え、供用後の維持管理費などが含まれ
る。また、便益と費用は複数年にわたって発生するため、将来の金額を現在の価値に換算した上で比較する。

・評価対象期間
一般的に、社会インフラの耐用年数は50年とされていることから、便益分析期間を完成後50年間(土地改良は工事期間プラス40年）と

している。
・事業毎の主な便益(代表例）
事業の実施により、例えば防災・減災事業では軽減される洪水や土砂災害等の被害を、道路整備事業では交通利便性や交通安全性の向

上による効果を、農地基盤整備事業では農業生産に関する効果を金額換算し、便益として算出。

区分 主な事業 便益の内容

防災・減災対策 急傾斜地対策、砂防、治山 土石流（又は地すべり）被害防止便益（人身被害や資産被害の防止等）

河川、農村地域防災減災 洪水氾濫被害便益（家屋の浸水被害・人身被害・農作物被害等の防止等）

道路整備 道路改築、街路 ①走行時間短縮便益（所要時間の短縮等）、②走行経費減少便益（燃料費の削減等）、
③交通事故減少便益（人的被害や事故渋滞の減少等）

農地基盤整備 かんがい排水、土地改良、
中山間地総合整備

①食料の安定供給確保（作物生産効果、品質向上効果等）、②農業の持続的発展（耕
作放棄地防止効果等）、③農村の振興（地域用水効果、地籍確定効果等）、④多面的機
能発揮（水源かん養効果、景観・環境保全効果等） ※事業等により使用する便益は異なる



・全体B/Cと残事業B/Cについて（その１）

評価年度2027年

新規評価時に算出 再評価時に算出

残事業費

※残事業B/Cの算出時
はコストから評価基準
年以前の事業費を除い
て算出

※防災系事業では、堤
防や砂防施設の完成
（整備状況）に応じて
段階的に防災効果が発
現するため、整備期間
中の便益が計上される
場合がある。一方、道
路事業では便益が完成
供用後に発現する前提
で算定されることが多
く、整備途中の便益は
通常計上していない。



・全体B/Cと残事業B/Cについて（その２）

残事業便益
全体便益

この部分が全体便益と残事業便益の差になる。

防災系事業は事業期間中も整備済み施設から順次防災効果が発現するため、新規採択時から再評価時点までに
既に発現した便益が存在する。全体便益にはこれらの過去から将来までの便益が含まれているが、残事業B/C
では評価時点以降に発生する便益のみを対象とするため、全体便益より小さくなる。

今回評価時点

残事業B/Cは、過去の投資は埋没費用として扱い、「今後残っている投資に対して、今後どれだけの便益が得られるか」を評価する指標
である。そのため、全体B/Cと残事業B/Cでは便益及び費用の対象範囲が異なる。

① ② ③
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